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大学の産学連携・知的財産活動に関する分析
（平成１７年度までの分析）

渡部俊也（東京大学）
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１．そもそも知財システムを利用した産学連携活動の目標は何だったか

大学

パブリックドメイン

産業界

公的資金

公共財としての移転

日本の産業競争力

流出リスク

知識の移転

「社会のため
の科学」を実
現する仕組み

大学 産業界

技術移転

大学発ベンチャー

公的資金（科学
技術基本計画）

日本の産業競争力

民間資金

アカデミア/産業界の知識の移動を規定する仕組み→知的財産制度

◆効率性の向上（規制緩和、競争促進、司法で救済、の流
れに乗った金のかからない産業振興施策という側面 ）

・産学連携プロジェクト

・研究開発減税

・ベンチャー支援

・・・などが必要

基礎研究 開発、スケールアップ 市場投入

容
易

困
難

資
金
調
達
の
容
易
さ

「死の谷」

研究開発の「死の谷」

一般的な死の谷のイ
メージ（技術の不確実性
が大きな原因）
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技術創造やイノベーションへの貢献事例の分析、
投資誘発の評価

◆意図せざる技術流出の防止

◆透明性とアカウンタビリティー

◆科学技術への投資の社会還元
知識の外部調達機会を企業に提供するための知財活用
これによるオープンイノベーション機会の提供

成果の知財権としての確保、外国出願、秘密保持

規定の整備状況、寄付金→共同研究 の変化

効率性指標の評価（投入資金と成果との比較）

（対応する検証方法の例）（目標として捉えるべきこと）
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２．ナショナルイノベーションシステムとしての効率性をどう考えるか

E=Y/α E=（Y＋⊿Y）/(α+β)

「科学技術に対する投資」＋「知財・技術移転施策」によって誘発される

「社会還元の増分」（Y→Y＋⊿Y ） の効率（（Y＋⊿Y）/(α+β)） を向上させる

（ ⊿Y は流出防止を加味した値、またβは0になりうる）

< でなければならない

※ この効率はナショナルイノベーションシステムとしての効率であり、個々のセクター（TLO
等）が赤字か黒字かということと、直接対応しない（受益者から投資を回収できるかどうかはビ
ジネスモデルに依存する）

大学

科学技術に対する投資
（大学のみ）

産業界

政府

社会還元

知財・技術
移転施策

（α）

（Y）

（β）

社会・国民

知財・技術
移転施策
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３．目標に対し、どこまで行っているのか、何がまだ足りないのかを考えるために

制度を整備する
TLO法
日本版バイドール法

大学の法人化
機関帰属の原則（大学知財制度整備）
？（バイドール法などは改良の余地があるかも）

制度を利用できるようにする
体制を整える 知財本部整備事業（国際など）

TLO事業
人材を育成する
人材を充てる
マネジメントを確立する

制度を認知させる
情報インフラを整える
？（正しい見方の普及、制度の活用促進）

成果につなげる（死の谷、知の埋没を克服する）
技術創造が促進される
技術の実用化が進む
イノベーションに結実する
？（評価方法、）

政府 大学 地域 企業

○
○
○
○ ○

○ ○
○ ○

○ ○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○
○ ○ ○ ○

○ ○
○ ○ ○

○ ○

項目 TLO
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☆例示でありすべての施策が網羅されているものではない
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総合科学技術会議 知的財産専門調査会 2007.3.29
４．⊿Yの検証：知財活動と産学連携活動の活性化 文献・出典（１）

共同研究金額
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国立大学教員数と出願件数

国立大学の共同研究金額の推移

発明開示

出願

外国出願

外国（わすか
な赤いところ）

国立大学教員数と共同研究費

平成１２ １３ １４ １５ １６ 平成１４ １５ １６

出願数、特
に外国出願
数の伸び

大学ごとに
ばらつく出
願数（外国
出願数はさ
らにばらつ
く）

共同研究金
額、件数とも
伸びている

（外国はまだ
少ない。ただ
し寄付金も
増大してい
る）

共同研究費
獲得額は比
較的大学規
模の影響が
大きい
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４．１ 全体的な知財・産学連携活動の活性化
外国（わずかな
赤い部分）

平成１３ １４ １５ １６ １７ 平成１５ １６ １７

平成１７年度
平成１７年度
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４．２ 中小企業・地域との連携（平成１７年度）

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000 8000

大企業

中小企業

小規模企業

独立行政法人

その他公益法人等

地方公共団体

外国政府機関

外国企業

その他

受入件数

その他

外国企業

地方公共団体

その他公益法人

独立行政法人

小規模企業

中小企業

大企業

中小企業との連携は、共同研究（件数、研究
費、研究員派遣数）は大企業の約半分（（３）
のTLOに関する調査によっても、TLOから中小企業
への技術移転の成功例が多いことが分かっている）

中小企業との産学連携成功事例では、大学
と企業の多様な役割分担が見られる

⊿Yの検証(効果がどこに及んだか）文献・出典（１）（２）

そもそも、サーチ能力のある大企業
との連携よりも、中小企業に対する
連携のほうがより付加価値向上を
期待でき有効であるとする指摘もあ
る（米国バイドール法と同じ）

総合科学技術会議 知的財産専門調査会 2007.3.29

文献・出典（１） 受け入れ件数

不要

どちらともいえない

必要

アイデア 研究開発 技術課題解決 施策・評価・試験 製品化・実用化 販路開拓

大学

公設試

企業

その他

アイデア 研究開発 技術課題解決 施策・評価・試験 製品化・実用化 販路開拓

大学

公設試

企業

その他

アイデア 研究開発 技術課題解決 施策・評価・試験 製品化・実用化 販路開拓

大学

公設試

企業

その他

文献・出典（２）

一方地域における、
技術移転機能の必
要性は高い（サンプ
ル数２５２） 公設試
アンケート（文献４）

地域における
多様な産学連
携に対応する
技術移転への
対処はまだ不
足している



7

⊿Yの検証：知財活動の活性化 文献・出典（１）

総合科学技術会議 知的財産専門調査会 2007.3.29

大学の知財活動と相関
の高い要因（人員構成、
ルール整備、など）につ
いて分析を行った

→ルール整備の進展度
合い（変数作成）は知財
活動の活発化と高い相
関がある

P=0.34

発
明
届
け
数

◆ルール整備の進展と知財活動の活性化（国立大学）

右にいくほどルール整備が進んでいる0
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＜１％
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◆知財本部整備事業の受託大学は、顕著に各種知財活動（教員
一人当たりに換算して大学の規模の直接効果を排除）が活発化

☆発明届出
数との相関

問4ルール整備状況
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◆ルールがひとつ以上整備されている434大学の
ルール整備状況の分布（最大1５項目、右に行くほど
整備が進んでいる）

知財本部整備事業設置有無
のルール整備度合い変化

知財本部

知財本部整
備事業でない

産学連携、知財ポリシー、職
務発明規定、利益相反規定、
株式関係規定など・・・

４．３ 知財本部整備事業の効果（平成１７年度）
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βの検証：内訳文献・出展（１）
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◆特許出願・取得費を除けば人件費が大半を占める。

◆人件費、特許出願・取得費用の分布は大きく、それ
ぞれの知財本部で独自の比率となっている。
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☆地域志向TLOなどに見られるタイプ

４．５ 各大学の知財マネジメントのTLOとの分担（平成１７年度）βの検証：内訳 文献・出展（１）

業務分担
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　－
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その他調査（○○調査）
特許出願に係る審議
特許出願に係る決定
共同出願契約に係る交渉
共同出願契約の締結
明細書の作成
特許出願手続き
審査請求に係る審議
審査請求に係る決定
審査請求手続き
中間処理
登録・維持に係る審議
登録・維持に係る決定
登録・維持の手続き
管理ｼｽﾃﾑのカスタマイズ
ライセンス活動(共有特許)
ライセンス活動(大学単独特許)
ライセンス契約に係る交渉
ライセンス契約の締結
ライセンス契約の管理業務
実施補償業務
起業相談
起業支援

相談窓口
技術相談等支援
自己申告受付等手続き
相談
ヒアリング
審議・勧告

利益相反
マネジメント

共同研究・
受託研究
の実施

発明の発
掘・審査

特許出願

特許等の
管理

技術移転

技術相談

知
的
財
産
の
創
出
等

知
的
財
産
の
活
用
等

大学発ﾍﾞ
ﾝﾁｬｰ起

知
的
財
産
の
管
理
等

共同研究等のためのリエゾン活動

発明ヒアリング ライセンス契約 市場性調査

重要なプロセスをTLOが
単独で担っているタイプ

TLOの役割は限定的に
割り当てられているタイプ

ほとんどの業務でTLOと分
担が行われているタイプ

外部TLO

内部兼任

内部専任
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４．６ TLO機能の分析

◆TLOのミッションは、大学、研究
者のエイジェントから地域や企業
のエイジェントまで多様である

◆TLOの業務は、大半がマーケ
ティング活動に費やされる

◆TLOのマーケティング活動は技
術を可視化し、事業プランに発展
させることで、技術を発展させてい
る（技術創造機能）→これはスタン
フォードOTLのライマースがやっ
てきたこと。大学技術Aはそのまま
では移転できず、A+αにして移転
可能になる。

◆TLOの技術移転ののち多くの
ケースで共同研究が継続する
（チーム形成機能）

名称：TLOの技術特許移転
の現状および今後の技術移
転体制のあり方に関するアン
ケート
時期：2004年12月実施
2005年1月回収

   UniversityLocal Society

Licensee (Firms)

TLO

Researchers

βと⊿Yの検証：TLO（但し2003年データ 文献・出典（３））

設立日とロイヤリティー収入
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0 500 1000 1500 2000 2500

承認日からの経過日数

ロ
イ
ヤ
リ
テ
ィ
ー
収
入

系列1

☆TLOのロイヤリ
ティー収入は増加、大
学には６億３８６６万円
の収入（17年度）

総合科学技術会議 知的財産専門調査会 2007.3.29



11

５．目標に対し、どこまで行っているのか、何がまだ足りないのか（データからの指摘）

制度を整備する
TLO法
日本版バイドール法

大学の法人化
機関帰属の原則（大学知財制度整備）
？（バイドール法などは改良の余地があるかも）

制度を利用できるようにする
体制を整える 知財本部整備事業（国際など）

TLO事業
人材を育成する
人材を充てる
マネジメントを確立する

制度を認知させる
情報インフラを整える
？（正しい見方の普及、制度の活用促進）

成果につなげる（死の谷、知の埋没を克服する）
技術創造が促進される
技術の実用化が進む
イノベーションに結実する
？（評価方法、）

政府 大学 地域 企業

○
○
○
○ ○

○ ○
○ ○

○ ○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○
○ ○ ○ ○

○ ○
○ ○ ○

○ ○

知財本部とTLO
の連携強化、
TLOの位置づけ
の再確認など

人材育成は
やはり課題

事例は出始めているがどうやって評価し、
正しい方向に促進するか（特許の件数や
ロイヤリティーでない評価）が課題

項目

単なるライセ
ンス活動で
はない多様
なマネジメン
トの確立とそ
こから生ま
れる付加価
値の認知

中小企業への貢献
は注目すべき、この
面で支援を強化する
べきではないか

TLO

総合科学技術会議 知的財産専門調査会 2007.3.29
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６. まとめと課題

◆まとめ

１）意図せざる技術流出の防止（必要性） →
外国を含めた知財出願数増加、海外への
対応が始まっている。

２）透明性とアカウンタビリティー（必要性） →
規定整備は進んでいて実際に知財活動に
寄与している

３）科学技術への投資の社会還元。知識の外部
調達機会を企業に提供するための知財の
活用。オープンイノベーション機会の提供
（有効性）
→ 知財活動の活発化、共同研究の増加、
特に中小企業の投資誘発 技術創造への
貢献の事例が現れている

４）効率性をどのように評価するか（効率性）。→
βはまだ０にならないが、TLOのデータ等
で効率向上は認められている

総合科学技術会議 知的財産専門調査会 2007.3.29

E=Y/α E= （Y＋⊿Y） /(α+β＋γ)

大学

科学技術に対する投資
（大学のみ）

産業界

政府

社会還元

知財・技術
移転施策

（α）

（Y）

（β）

社会・国民

知財・技術
移転施策

政府主導・介入政策的である点で、知財・技術移転システムとは異なる要素がある

イノベーションプログラム（γ）の
効率も知財がキーになるはず

研究開
発独法

イノベーションプロジェクト

◆課題
イノベーション施策の中での位置づけの再認識、イノベーションプログラム

における知財マネジメントの重要性（正しいメッセージの発信）

◆最近の大型イノベーションプロジェクトに関係した課題
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